
農林水産業分野

現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

研究（実用化）開発の目標

浜通り地域への
経済波及効果（見込み） これまでに得られた成果 開発者からの浜通り復興に

向けたメッセージ

　南相馬市小高地区の皆様には、
平成 29 年来大変お世話になって
おり、事業開始より計 6 回に渡り
地域の皆様への説明会を開催して
きた。ハウス組み立てや様々な設
備工事なども地域の皆様にお手伝

いいただきました。
　陸上養殖自体、東北地方の実績は少なく、浜通
り地域の内陸部において取り組めるとなると、新
一次産業の振興に繋がります。イノベーション・
コースト構想に沿った新技術融合の試みも入れ、
小高地区で可能性のある陸上養殖を実現していく
ため、様々な実証実験を展開していきたいです。
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　平成 30 年度は、要素技術の適用可能
性を実証レベルで確認することを成果

（目標）とし、実験養殖システム格納庫
の設計並びに設置を行い、水質保全目的
の 20 μフィルターろ過装置を導入、低
温度域膨張器の設計を完了しました。
　生物ろ過槽の有効性確認を目的に、実
験用小型水槽による水質比較を金魚育成
により実施、小高地区の地下水に存在す
る課題を認識の上、次年度実施予定の実
験水槽、循環ろ過システム等の選定準備
を進めました。

　29 年度より実施している「AgriNova」
（農業プロジェクト）との相性を期待し、
農事と陸上養殖の相乗効果として農漁融
合型かつ再生エネルギー活用型農林水産
分野の先導モデルとなりえます。
以下「AquaNova」併設による効果項目。
① 再生可能エネルギー ( 太陽光 ) による発

電・蓄電と電力の供給、( 太陽熱 ) によ
る温熱、( 地下水 ) による冷熱利用

② 微生物循環ろ過の持続性検証による陸
上養殖施設維持費軽減の経済効果

③ 農事と相性のよい陸上養殖開発におけ
る話題性

　南相馬市における農漁融合型施設の可能性を
追求しながら、コスト面及び技術面の課題解決
と事業推進を大きな目標に掲げており、建設業
から提案できる新発想の施設園芸や陸上養殖の
検証、事業化に向けての研究開発要素を地域の
関係者に報告し、評価や提言へと進化させてい
きます。

　現状の陸上養殖におけるろ過装置は、水質汚染の原因物質（蛋白質、
アンモニア、硫化物等）の物理化学的除去（フィルター等による除去）
が主流であるが、本提案においては、物質循環に着目した生物的ろ過（水
質汚染の原因物質の微生物による分解）の導入により、運用・維持管
理の低減を目指し
ます。（図１参照）
　一方、自然エネ
ルギーに由来する
低温熱源を利活用
した膨張器を用い
た 1 次産業への適
用により、最大の
課題である初期投
資とエネルギーコ
ストの低減を目指
します。（図２参照 )

現状： 循環型となる陸上養殖では、魚介類の生
息に必要な水質の確保が必須であるが、
小高地区井水の水質分析と、結果に合わ
せたろ過システムの構築が課題です。

背景： 帰還者が少ない小高地区の産業復興から
考慮すると、陸上養殖においても大きな
労力を必要とせず、かつ高付加価値の魚
介類を養殖する方法について研究します。

農漁融合型産業推進を目指す、陸上養殖における熱利用
および水質管理技術AquaNova（日本語名「アクアの場」）の開発

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：南相馬市

　農業と親和性のある陸上養殖を、再生可能エネルギー活用の環境コントロールにより実現できるかを研究しま
す。陸上養殖は地下水を使用、海洋生物の場合は人工海水を想定し、微生物ろ過等の循環型でコンパクトなシス
テムを目指します。南相馬市小高地区という内陸で可能であり、かつ事業性のある養殖魚介類を探るのも、当プ
ロジェクトの重要な意義です。
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図2：低温度膨張器概念図

図1：微生物ろ過システム概念図

農林水産業分野

これまでに
得られた成果

開発者からの浜通り復興に
向けたメッセージ

浜通り地域への
経済波及効果（見込み）

研究（実用化）開発のポイント・先進性現状・背景

研究（実用化）開発の目標

　地域の山林で育てた大丸太を有効に活用するための要素技
術の開発を重ね、林業や木材の加工、流通や設計業務など地
域経済の一助となる研究を目指しています。
　本プロジェクトの大径 JAS 製材を用いた有開口耐力フレーム
を、大径材と共に木造建築業界へ普及させ、国内における中大
規模木造建築の構造の軸として展開し、全国各地に弊社グルー

プと同じような大径 JAS 認定工場を整備していただき、連携して有開口耐力フ
レームを共有して、全国に継続的な需要を広げていきたいと考えております。
　農林水産業における林業については、戦後植林し育った木の需要が少な
いことで手入れが行き届かずに、木材の品質を高められないという負の連
鎖が大きな問題となっています。地球環境に対しては、すでに炭素を固定
した老木を伐採し若木を植林することで、さらなる炭素固定の推進が望ま
れています。地域木材、特に伐採期を迎えた大丸太の継続的な需要によっ
て地元林業の活性化の促進とともに、地球温暖化への貢献が期待されます。
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　面材補強による耐力フ
レーム、製材重ね梁形式
での耐力フレームを、各
一体ずつ予備試験を行い
ました。面材タイプでは
7.5倍、製材タイプでは7.7
倍の壁倍率相当の試験結
果を得ることができまし
た。実験を行うことによ
り、来年度の本試験に向
け接合部の改良等の課題
を確認することができま
した。

　地域の山林で育てた大
丸太をメインとした地域
材の需要を生み、林業や
木材の加工、流通設計業
務など、地域経済のサイ
クルの一助となることが
期待できます。

　複数年で計画をしているので最終的な目標は、大径 JAS 製
材を用いた有開口耐力フレームの木材建築業界への普及促進
を計り、国内における大丸太の需要を活性化し地域の林業発
展に貢献します。その中で平成 30 年度内の成果目標として
は、予備試験を終え最終的な大径 JAS 製材での有開口耐力フ
レームを計画する段階まで完了します。

　有開口耐力フレームは、柱に大断面製材を用い、土台と
横架材に一般流通材または大断面製材を用いて基本軸組を
つくり、腰壁や垂壁位置に構造用面材等を配置して合成
ラーメンフレームを構成するものです。階高、腰壁・垂壁
の高さ、柱断面寸法、構造用面材の仕様等をパラメータと
して建築・構造計画の可能性を拡大させます。
　柱に曲げ・せん断力を負担させるため、柱を折損させて
しまう懸念があるが、腰壁・垂壁部分における構造用面材
の仕様（面材厚、面材数、釘径とピッチ）により靱性を担
保することができます。
　この耐力フレームが性能を発現するには、軸組や構造用
面材の仕様だけでなく、各接合部の性能が肝要です。特に
大きな引き抜き力が生じる鴨居・窓台と柱との仕口、横架
材の継手には耐力と美観を兼ね備えた接合部が必要で、既
存技術の応用も念頭においた汎用性のある接合部を開発し
ます。

　公共建築等の非住宅木造建築物では、戸建住宅に比べて設
計荷重と階高が過大になることから柱には大断面のものが必
要とされ、一般には大断面集成材で対応されています。
　この柱には近年開発された大径 JAS 製材も、イ準耐におけ
るもえしろ設計が可能で、かつ化粧あらわしにできる無垢材
としてその有用性が認められ、徐々に使われ始めています。
　一方、非住宅木造建築物では、大きな地震力に対して壁の少
ない開放的な空間が求められるため、耐震性と開放性の両立が計
画的に困難な状況です。これを解決する方法としては特殊な接合
技術と大断面集成材を用いた木質ラーメン構造があるが、特許
技術等の建設コストと汎用性の課題があります。そのため大開口
を有し汎用性のある耐力フレームの開発が急務となっています。
この現況から、大径 JAS 製材を用いた有開口耐力フレームを
開発します。これを柱や小壁を設置しやすい外壁や間仕切り
に配置することで耐震性と開放性を両立させます。

ヒノキ・ズギ大径 JAS製材を用いた有開口耐力フレーム
の開発

実施期間：2018年度～ 2019 年度　実用化計画開発実施場所：いわき市

　戦後植林された人工林が伐採期を迎え、大丸太（30cm以上）の立木量が増加しています。
　丸太の最大断面寸法を製材することで、大径材ならではの強度等の性能を有効に活用することができれば、学
校建築など公共建築物への活用が期待されます。
　本研究ではヒノキ・スギ大径 JAS 製材を用いた有開口耐力フレームの実用化開発を目指します。

2018年度開始
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有開口耐力フレームイメージ図 予備試験状況
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




